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○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について

 
１ 評価の目的 
 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が行う評価は，
大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競争的環
境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，大学
等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価するこ
とにより，その結果を，①大学等にフィードバックし，
教育研究活動等の改善に役立てるとともに，②社会に公
表することにより，公共的機関としての大学等の教育研
究活動等について，広く国民の理解と支持が得られるよ
う支援・促進していくことを目的としている。 
 
２ 評価の区分 
 機構の行う評価は，今回報告する平成 14年度着手分ま
でを試行的実施期間としており，今回は以下の３区分で
評価を実施した。 

(1) 全学テーマ別評価（国際的な連携及び交流活動） 

(2) 分野別教育評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 

(3) 分野別研究評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 
 
３ 目的及び目標に即した評価 
 機構の行う評価は，大学等の個性や特色が十二分に発
揮できるよう，教育研究活動等に関して大学等が有する
目的及び目標に即して行うことを基本原則としている。
そのため，目的及び目標が，大学等の設置の趣旨，歴史
や伝統，規模や資源などの人的・物的条件，地理的条件，
将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に整理されて
いることを前提とした。  
 
 

○分 野別 教育 評価 「 経済 学系 」に ついて 

 
１ 評価の対象組織及び内容 
 今回の評価は，設置者から要請があった大学の学部及
び研究科（以下「対象組織」）を対象とし，学部，研究科
のそれぞれを単位として実施した。 
 評価は，対象組織の現在の教育活動等の状況について，
原則として過去５年間の状況の分析を通じて，次の６項
目の項目別評価により実施した。 
 (1) 教育の実施体制 
 (2)    教育内容面での取組 
 (3)    教育方法及び成績評価面での取組 
 (4)    教育の達成状況 
 (5)    学習に対する支援 

(6)    教育の質の向上及び改善のためのシステム 
 
 

 
２ 評価のプロセス 

(1) 対象組織においては，機構の示す要項に基づき自
己評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・デー
タを含む。）を平成 15年７月末に機構へ提出した。 

(2) 機構においては，専門委員会の下に評価チームを  
編成し，自己評価書の書面調査及び対象組織への訪  
問調査を実施した。 

  なお，評価チームは，各対象組織により，教育目
的及び目標に沿って評価項目の要素ごとに独自に設
定された観点に基づき分析を行い，その分析結果を
踏まえ，要素ごとに教育目的及び目標の実現に向け
た貢献（達成又は機能）の程度を判断し，それらを
総合的に判断した上で評価項目全体の水準を導き出
した。 

(3) 機構は，これらの調査結果を踏まえ，その結果を
専門委員会で取りまとめた上，大学評価委員会で評
価結果を決定した。 

(4) 機構は，評価結果に対する意見の申立ての機会を  
設け，申立てがあった対象組織について，平成 16
年３月の大学評価委員会において最終的な評価結果
を確定した。 

 
３ 本報告書の内容 
 ｢Ⅰ 対象組織の現況及び特徴｣，｢Ⅱ 教育目的及び目

標｣及び「特記事項」欄は，対象組織から提出された自己評
価書から転載している。 
 「Ⅲ 評価項目ごとの評価結果」は評価項目ごとに，貢
献（達成及び機能）の状況を要素ごとに記述している。 
 また，当該評価項目の水準を，これらの状況から総合的
に判断し，以下の５種類の「水準を分かりやすく示す記述」
を用いて示している。 
・十分に貢献（達成又は機能）している。 
・おおむね貢献（達成又は機能）している。 
・相応に貢献（達成又は機能）している。 
・ある程度貢献（達成又は機能）している。 
・ほとんど貢献（達成又は機能）していない。 

 なお，これらの水準は，対象組織の設定した教育目的及
び目標に対するものであり，相対比較することは意味を持
たない。 
 また，評価項目全体から見て特に重要な点を，「特に優
れた点及び改善点等」として記述している。 
 ｢Ⅳ 評価結果の概要｣は，評価結果を要約して示して
いる。 
 ｢意見の申立て及びその対応｣は，評価結果に対する意
見の申立てがあった対象組織について，その内容を転載
するとともに，それへの機構の対応を示している。 
  
４ 本報告書の公表 
本報告書は，対象組織及びその設置者に提供するとと

もに，広く社会に公表している。 

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価  
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（１） 機関名 東京都立大学大学院 

 

（２） 研究科名 社会科学研究科 
 

（３） 所在地 東京都八王子市南大沢一丁目１番 
 

（４） 専攻（課程）構成 

     

修士課程 経済政策専攻 
   博士課程 経済政策専攻 
 
（５） 学生数及び教員数 
 

① 学生数 
修士課程  ２４名 
博士課程  １２名 

② 教員数    ３６名 
    

 
 

２．特徴 

 
本学は、戦後間もない１９４９年、６つの都立高専を

母体として、東京都立の大学として誕生した。誕生時に

は大学院はなく、人文学部、理学部、工学部の３学部の

みであった。このような背景のために、文部省に提出し

た設置要項には「・・・都民のため・・・」「・・・都民

の意志を尊重し・・・」「・・・都民生活に即し・・・」

等々の言葉が散りばめられ、その後の大学発展において

も、都民への学術開放が重要な基調となって今日に来て

いる。 
 経済学部の前身は、１９５３年人文学部内に経済学専

攻が置かれたことに始まる。この専攻時代にもかなりの

学生を世に送り、その実績の上に、１９５７年法経学部

が、人文学部から分離独立し、さらに、１９６６年に経

済学部が独立した。大学院は１９５３年に４研究科が認 
可され、そのひとつである社会科学研究科に経済政策専 

 
攻修士課程（定員１０名）が置かれた。博士課程は１９

６５年定員３名でスタートし、１９９８年定員５名に拡

大された。さらに、本年（２００３年）経営学専攻修士

課程（定員４０名）が並置されるとともに、都庁舎を校

舎とする高度専門職業人養成コース（通称ビジネス・ス

クール）が開校された。これは、夜間開講し、働く人へ

の学術開放という建学以来の伝統が背景にあることはい

うまでもない。 
 修士の入試は、現在、受験生の利便を考慮して、経済

政策専攻と経営学専攻の一般入試に加えて、経済政策専

攻の外国人特別入試があり、さらに高度専門職業人養成

コースの入試を行っている。 
 大学院設置のころは、応募者も少なく、設備も貧弱で、

教員数も少なかったため、ほそぼそとやってきた感はぬ

ぐえないが、指導教員たちはよく学生の面倒を見て、卒

業生は全員、研究者等の道に進んでいった。そして、南

大沢に移転後は、教育効果も現れ、数人の博士号取得者

を出すまでになった。これらの教育を研究者養成コース

と呼べば、他方の高度専門職業人養成コースでは、本年

定員の７倍を超す応募者があった。 
 本学部には、教育専門の教員はいない。全員が研究テ

ーマを持ち、実績を積み上げている。そのため、研究者

養成コースでは、学術上の研究論文を書き上げることを、

目標にしている。研究そのものは院生の興味を尊重して

いるが、現在のところ、教育は指導教員の影響が大きい。

しかし、教員の充実とともに、集団指導になっている分

野も出てきている。 
 高度専門職業人養成コースは、働いている学生がほと

んどであり、学生の学びたいという意欲をかなえること

も考慮しているが、基本は、現代世界を経営人として生

きていく上での、知識と心を、学術面から伝えることを

目標としている。そのため、演習だけでなく、講義を多

く置いている。

Ⅰ 対象組織の現況及び特徴 
 
※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 

１．現況 
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【評価対象組織関係図】 
 
◎ 網掛けした専攻が評価対象 
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（１）教育実施体制に関しては、研究面で国際的評価を

得ている教員を多数確保しているという好条件を

活かして、研究上の成果を教育に反映できること、

また、留学生をはじめ多様な学生に対応できること

を目的としている。 
（２）教育内容面に関しては、多様な分野を専門とする

教員が在籍しているという利点を活かして、学生が

特定の専門領域を深く探究できると同時に関連分

野についても広く学べるよう配慮することを目的

としている。 
（３）教育方法及び成績評価面に関しては、教員数との

相対で学生数が少ないという好条件を活かして、各

学生の自由意志を尊重しつつ、それぞれの適性に合

ったきめの細かい指導を目的としている。 
（４）教育の達成状況に関しては、国際都市・東京に立

地する利点も活かして、国内外の学界における重要

な研究・教育者の供給源となること、また、昨今の

社会的要請に応えるため実務知識とアカデミック

な知識とを兼ね備えた高度職業人を育成すること

を目的としている。 
（５）学習に対する支援に関しては、学生数が少ないと

いう好条件を活かして、いずれの学生もその潜在能

力を十分発揮できるような環境を整えるとともに、

意欲ある学生にはさらにチャンスを与えることを

目的としている。 
（６）教育の質の向上及び改善のためのシステムに関し

ては、専攻の規模が比較的小さいという利点を活か

して、日常的、継続的な評価と教育の場へのその迅

速なフィードバックが可能となることを目的とし

ている。 
 

２．教育目標 

 
（１）研究分野の近い教員による実質的な組織を編成し、 

専門に適した教育を実践することを目標としている

[目的 1]。 
（２）研究成果が教育に反映できるような教員構成をと 

 
ることを目標としている[目的 1]。 

（３）多様な学生、とくに留学生を積極的に受け入れる 
ことを目標としている[目的 1]。 

（４）基礎教育から論文作成までの一貫性を重視した教 

課程の編成を目標としている[目的 2]。 
（５）修士課程の教育においては学部教育との連携を考

慮した教育課程の編成を目標としている[目的 2]。 
（６）個人指導・論文作成指導を中心とした教育内容を

目標としている[目的 2]。 
（７）論文のテーマ設定、作成過程に関しても十分な指

導をすることを目標としている[目的 3]。 
（８）少人数のデメリットをカバーする意味でも大学院

生が在籍中より学会、研究会等において積極的に報

告することを目標としている[目的 3]。 
（９）学位授与を透明性の高い審査と総合的判断により

認めることを目標としている[目的 3]。 
（10）施設・設備面でも学生の学習・研究活動を支援す

ることを目標としている[目的 3]。 
（11）優れた課程博士、論文博士を着実に輩出すること

を目標としている[目的 4]。 
（12）大学院生が大学紀要への執筆のみならず、査読付

き学術雑誌に積極的に投稿することを目標として

いる[目的 4]。 
（13）国際的視野を身につけた研究者を養成するため、

個々の大学院生の適性に応じて、学位取得を目的と

した海外留学を勧めることを目標としている  

[目的 4]。 
（14）博士課程修了者及び満期退学者が教育・研究職に

就き社会に貢献することを目標としている[目的 4]。  
（15）留学生に対する支援体制を整備し、勉学に専念で

きるよう金銭的負担を軽減することを目標として

いる[目的 5]。 
（16）意欲ある大学院生が海外の学会に参加することを

奨励し、経費を助成することを目標としている  

[目的 5]。 
（17）学生が自主的に学習・研究できるためハード・ソ

フト両面で環境整備を図ることを目標としている

[目的 5]。 
（18）外部評価を受け教育に関する問題点を把握するこ

とを目標としている[目的 6]。 
（19）教員間、教員・学生間で実質的な話し合いの機会

を持ち、教育の改善に努めることを目標としている

[目的 6]。

Ⅱ 教育目的及び目標 
 
※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 

１．教育目的 
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この項目では，対象組織における「教育の実施体制」

について，「教育実施組織の整備に関する取組状況」，「教

育目的及び目標の趣旨の周知及び公表に関する取組状

況」及び「学生受入方針（アドミッション・ポリシー）

に関する取組状況」の要素ごとに教育目的及び目標の実

現に向けた貢献の程度を判断し，それらを総合的に判断

した上で項目全体の貢献の程度を評価し，水準を導き出

したものを示している。また，特に重要な点を「特に優

れた点及び改善点等」として示している。 
 

 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】教育実施組織の整備に関する取組状況 
専攻の構成について，修士・博士課程合わせて 15 名の

学生定員に対し，教員数は 30 名強であり，そうした少人

数教育体制であるためコース等の公式な組織は存在しな

いものの，「近代経済学｣｢経営学・会計学｣｢政治経済学｣

｢経済史｣の４分野に関わる教育を実施している。この４

分野の担当教員名が，各自の研究分野とともに，｢学生募

集要項｣に明記されているのは相応な取組である。また，

平成 15 年４月には，研究者のみならず高度専門職業人の

育成を目的とした社会科学研究科経営学専攻を発足させ

ており，こうした新たな取組は優れている。  

教員組織の構成については，｢国際的に通用する研究水

準を満たす教員を獲得することが最も大切なことであ

る｣という方針の下で人事編成が行われてきた結果，優れ

た研究組織となっている。しかし，優れた研究組織は必

ずしも優れた教育組織を保証するものではなく，教育組

織の充実の観点からすれば，特に上記の経営学専攻設置

との関連で，実務経験者教員の採用についてさらに検討

する余地がある。 

 
【要素２】教育目的及び目標の趣旨の周知及び公表

に関する取組状況 
学生，教職員ならびに学外者に対する周知の方法とそ

れらの効果について，大学案内やホームページ，あるい

は自己点検・評価報告書にも記載されてはいるが，大学

院志望者に対する情報提供として，研究科独自のパンフ

レット，説明会などがない点は改善を要する。 
 
 

 
【要素３】学生受入方針（アドミッション・ポリシー）

に関する取組状況 
学生受入方針の明確な策定について，各種会議で議論

はなされているが，明文化はされておらず，「学生募集要

項｣にも学生受入方針が記載されていない点，また修士課

程と博士課程の受入方針の違いが不明確である点などは

検討を要する。 
受入方針に従った受入方策について，方針が不明確で

あるため，方策も曖昧である点は改善の余地がある。ま

た，近年の大学院入学志願者の減少とそれに伴う学生定

員割れに関連して，受入方針を再検討するとともに，よ

り一層のＰＲ活動の強化を検討すべきである。 
 
 
この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

 

◇特に優れた点及び改善点等 
 
平成 15 年４月には，研究者のみならず高度専門職業人

の育成を目的とした社会科学研究科経営学専攻を発足さ

せており，こうした新たな取組は優れている。 
大学院志望者に対する情報提供として，研究科独自の

パンフレット，説明会などがない点は改善を要する。 
近年の大学院入学志願者の減少とそれに伴う学生定員

割れに関連して，受入方針を再検討するとともに，より

一層のＰＲ活動の強化を検討すべきである。 

Ⅲ 評価項目ごとの評価結果  

１．教育の実施体制 
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 この項目では，対象組織における「教育内容面での取

組」について，「教育課程の編成に関する取組状況」及び

「授業（研究指導を含む）の内容に関する取組状況」の

要素ごとに教育目的及び目標の実現に向けた貢献の程度

を判断し，それらを総合的に判断した上で項目全体の貢

献の程度を評価し，水準を導き出したものを示している。

また，特に重要な点を「特に優れた点及び改善点等」と

して示している。 
 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】教育課程の編成に関する取組状況 
教育課程の体系的な編成について，修士課程において

は学部教育との連携を積極的に行い，修士論文作成のた

めの基礎的な科目の修得を中心にカリキュラムを組んで

おり，相応な取組である。 

教育課程の編成上の配慮について，複数の教員が担当

するセミナー形式の科目を設置しており，その効果は実

際の運用面に依存する部分が大きいものの，形式として

は適切である。 

 
【要素２】授業（研究指導を含む）の内容に関する取組

状況 
教育課程の編成の趣旨に沿った授業内容とするための

取組について，外部講師を招いたセミナーやシンポジウ

ムを定期的に開催しており，学生の出席を促す取組は適

切である。また，学生定員に比して教員数が多いという

利点を活かした，きめの細かい少人数教育を行っている

ことは優れている。 
教育課程の編成の趣旨に沿った研究指導とするための

取組について，修士課程における指導教員の選択は出願

時点でなされるものの，入学後に指導教員の変更が可能

になっているという点は妥当である。また，論文作成に

至るまでの配慮として，各指導教員のもとで中間報告等

は行われているが，さらに他分野などの複数の教員や他

の学生を交えた中間報告会のような，論文作成過程の透

明性を高める取組を検討すべきである。 
教育内容等の研究・研修（ファカルティ・ディベロッ

プメント）への取組について，制度的に明確に位置付け

られた研究・研修等がこれまで特に行われていない点は

改善の余地がある。 
 

 

この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

           
◇ 特に優れた点及び改善点等 
 
学生定員に比して教員数が多いという利点を活かした，

きめの細かい少人数教育を行っていることは優れている。 
教育内容等の研究・研修（ファカルティ・ディベロッ

プメント）への取組について，制度的に明確に位置付け

られた研究・研修等がこれまで特に行われていない点は

改善の余地がある。 

２．教育内容面での取組 



東京都立大学大学院社会科学研究科 

- 7 - 

 
 この項目では，対象組織における「教育方法及び成績

評価面での取組」について，「授業形態，研究指導法等の

教育方法に関する取組状況」，「成績評価法に関する取組

状況」及び「施設・設備の整備・活用に関する取組状況」

の要素ごとに教育目的及び目標の実現に向けた貢献の程

度を判断し，それらを総合的に判断した上で項目全体の

貢献の程度を評価し，水準を導き出したものを示してい

る。また，特に重要な点を「特に優れた点及び改善点等」

として示している。 
 

 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】授業形態，研究指導法等の教育方法に関する

取組状況 
教育課程を展開するための研究指導法等について，テ

ィーチング・アシスタント制度（大学院学生が学部の教

育補助業務を行う制度）を設け，博士課程の優秀な学生

に対し将来の研究者としての資質向上のための教育訓練

の機会を与えている点は優れているが，ティーチング・

アシスタントの実数が少なく，活用面での検討が必要で

ある。 
研究指導法等に関する配慮について，学外における研

究活動への参加が奨励され，日本経済学会等の全国的な

学会報告においても一定の成果を挙げていることは，優

れている。また，大学全体の取組として行われている｢大

学院生国際学術会議派遣制度｣を利用し，経済政策専攻と

しても過去５年間で７名の博士課程の学生をアメリカ経

済学会の大会や，欧州経済学会年次大会に派遣している

ことは特色ある取組であり，国内の学会についても当該

制度拡充の動きが見られる。 
 
【要素２】成績評価法に関する取組状況 
 成績評価基準の設定について，各教員の自主性に任さ

れており，透明性を確保するためには，研究科として何

らかの工夫が必要である。 
学位の授与方針・基準の設定について，口頭試問を公

開セミナー方式で実施していることは優れた取組である

が，授与方針・基準に関しては，事務的手続きの説明に

とどまっており，改善を要する。博士論文（特に課程博

士）の作成にあたって授与条件（例えば，学会発表論文

やレフェリー付き学術雑誌論文を要件とするなど）を学

生に明示するなどの配慮が望まれる。 
 

【要素３】施設・設備の整備・活用に関する取組状況 
施設の整備・活用について，院生室には机，椅子，ロ

ッカー，本棚等が在籍者ごとに用意されているが，現在

の定員規模を考慮すると，学生数に比して十分なスペー

スが与えられているとは言い難い。 

関連設備，図書等の資料の整備・活用について，全学

の施設としては付属図書館（本館），情報処理施設，ＡＶ

施設があり，経済学部棟には，学生が書籍を直接借り出

すことが可能な経済学部図書室，閲覧室，コンピュータ

室が完備している。全学レベルの取組として，中央大学

や東京外国語大学の図書館との提携による相互利用（学

生証の提示のみで資料の閲覧・複写が可能）が可能にな

っており，非常に優れた整備状況が見られる。ただし，

土曜日や休暇中の図書館の開館時間が短く学生にとって

不便である点，また専任スタッフや専門図書類の充実を

求める声もあり，これらの点においては改善の余地があ

る。 

 
 
この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 
 
 
◇特に優れた点及び改善点等 

 
学外における研究活動への参加が奨励され，日本経済

学会等の全国的な学会報告においても一定の成果を挙げ

ていることは，優れている。 
 学位の授与方針・基準の設定について，口頭試問を公

開セミナー方式で実施していることは優れた取組である

が，授与方針・基準に関しては，事務的手続きの説明に

とどまっており，改善を要する。 

 

３．教育方法及び成績評価面での取組 
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 この項目では，対象組織における「教育の達成状況」

について，「学生が身に付けた学力や育成された資質・能

力の状況から判断した達成状況」及び「進学や就職など

の修了後の進路の状況から判断した達成状況」の要素ご

とに教育目的及び目標に照らした達成の程度を判断し，

それらを総合的に判断した上で項目全体の達成の程度を

評価し，水準を導き出したものを示している。また，特

に重要な点を「特に優れた点及び改善点等」として示し

ている。 

 
 
◇目的及び目標に照らした達成度の状況 
 

【要素１】学生が身に付けた学力や育成された資質・能

力の状況から判断した達成状況 
単位取得，進級，修了及び資格取得などの各段階の状

況からの判断について，学生の査読付き学術雑誌への投

稿等が積極的に行われており，そうした面から見ると質

の高い達成状況を示している。ただし，博士号について

は，過去５年間で 12 名を輩出しているが，うち課程博士

が４名であり，学位授与システムに問題はないかという

点について検討の余地がある。 

 
【要素２】進学や就職などの修了後の進路の状況から判

断した達成状況 
進学や就職などの修了後の進路の状況からの判断につ

いて，博士課程修了生のほとんどが大学に就職しており，

現在も引き続き研究・教育業務に従事していることから，

高い教育水準が達成されている。しかも，その中には留

学生でかつ出身国の大学に職を得ている者もおり，教育

目的(4)「国内外の学会における重要な研究・教育者の供

給源となる｣に合致し，優れた達成状況を示している。し

かし，修士課程においては民間企業等への就職希望者に

対して，研究職志望者に対するものとは異なる教育面の

工夫を検討する余地がある。 

雇用主の修了生に対する評価結果等からみての判断に

ついて，研究者として大学に就職した者に関しては，非

公式に修了生への評判を耳にする機会もあると思われる

が，民間企業に就職した者に関しては取組として行なわ

れてはいない。少人数であるためやむを得ない面もある

が，定期的に修了生についての外部からの評価情報を得

る取組を検討する必要がある。 

 

 

この項目の水準は，「教育目的及び目標において意図す

る教育の成果が相応に達成されている。｣である。 

◇特に優れた点及び改善点等 
 
 博士課程修了生のほとんどが大学に就職しており，現

在も引き続き研究・教育業務に従事していることから，

高い教育水準が達成されている。 

少人数であるためやむを得ない面もあるが，定期的に

修了生についての外部からの評価情報を得る取組を検討

する必要がある。 
 

４．教育の達成状況 
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５．学習に対する支援 

 
 この項目では，対象組織における「学習に対する支援」

について，「学習に対する支援体制の整備・活用に関する

取組状況」及び「自主的学習環境（施設・設備）の整備・

活用に関する取組状況」の要素ごとに教育目的及び目標

の実現に向けた貢献の程度を判断し，それらを総合的に

判断した上で項目全体の貢献の程度を評価し，水準を導

き出したものを示している。また，特に重要な点を「特

に優れた点及び改善点等」として示している。 

 

 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】学習に対する支援体制の整備・活用に関する

取組状況 
授業科目や専門，専攻の選択の際のガイダンスについ

て，一般の学生に対しては，担当教員が｢授業概要・履修

案内｣を利用したガイダンスを実施するなど相応な取組

を行っている。また，留学生に関しては，入学後一人一

人に対して，補習・助言役を在籍学生の中から選任し，

その報酬を大学側が負担する「外国人留学生チューター

制度｣を活用し，慣れない環境に置かれた留学生の潜在能

力発揮に貢献している。この取組は教育目標(15)｢留学生

に対する支援体制を整備し，勉学に専念できるよう金銭

的負担を軽減することを目標としている。｣に照らして，

優れた取組である。 

学習を進める上での相談・助言体制について，学生の

質問や相談を受けることは当然という考えのもとに，自

主的な判断によってオフィスアワー（授業内容等に関す

る学生の質問等に応じるための時間として，教員があら

かじめ示す特定の時間帯）を設定したり，電子メールに

よる予約制で相談を受けるなど各教員が工夫して対応し

ているが，組織としての制度化を考慮する余地がある。 

学習に対する金銭的支援について，留学生に対しては

各種奨学金の他，授業料減免措置も用意されているうえ，

国際交流会館に安価な家賃で居住することができるなど

の手厚いサービス提供が行われている点は妥当な取組で

あるが，平成 14 年度に国際交流会館に居住する留学生が

わずか２名である点からみて，周知の取組に改善の余地

がある。 

 
【要素２】自主的学習環境（施設・設備）の整備・活用

に関する取組状況 
学生が自主的に学習できるような環境の整備・活用に

ついて，経済学部図書室書庫に自由に出入りでき，閲覧 
 

室が閉室時でも利用できるという点は優れているが，図 
書室専任スタッフの充実，専門図書の充実については改

善の余地がある。 
 

 
この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

 

◇特に優れた点及び改善点等 
 
入学後の留学生一人一人に対して，補習・助言役を在

籍学生の中から選任し，その報酬を大学側が負担する「外

国人留学生チューター制度｣を活用し，慣れない環境に置

かれた留学生の潜在能力発揮に貢献している。この取組

は教育目標(15)｢留学生に対する支援体制を整備し，勉学

に専念できるよう金銭的負担を軽減することを目標とし

ている。｣に照らして，優れた取組である。 

自主的な判断によってオフィスアワーを設定したり，

電子メールによる予約制で相談を受けるなど各教員が工

夫して対応しているが，組織としての制度化を考慮する

余地がある。 
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 この項目では，対象組織における「教育の質の向上及

び改善のためのシステム」について，「組織としての教育

活動及び個々の教員の教育活動を評価する体制」及び「評

価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付けるシ

ステムの整備及び機能状況」の要素ごとに改善システム

の機能の程度を判断し，それらを総合的に判断した上で

項目全体の機能の程度を評価し，水準を導き出したもの

を示している。また，特に重要な点を「特に優れた点及

び改善点等」として示している。 
 

 
◇改善システムの機能の状況 
 
【要素１】組織としての教育活動及び個々の教員の教育

活動を評価する体制 
組織として教育の実施状況や問題点を的確に把握し，

教育活動を評価する体制について，全学的な取組である

｢自己点検・評価報告書｣の作成を通じて，詳細な自己評

価を実施したほか，学部・大学院兼担者会議，社会科学

研究科教授会等においても教育の実施状況や問題点の把

握に努めているが，授業に対する学生の意見を汲み上げ

る体制が未整備である点は改善の余地がある。少人数教

育であるために，組織だったアンケート調査は困難であ

るとしても，現状の教育内容以上の要望があるかどうか

を把握する仕組みについて検討する必要がある。 

外部者による教育活動の評価について，平成 15 年度の

21 世紀ＣＯＥプログラム「金融市場のミクロ構造と制度

設計｣の採択によって，結果的には研究教育内容に関して

の一定の評価を得たとはいえる。しかし，これによって

組織全体としての外部評価を受けたということにはなら

ず，定期的な外部評価体制の整備の点で改善を要する。 

 
【要素２】評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に

結び付けるシステムの整備及び機能状況 
 評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付け

るシステム及び方策については，教員による授業改善を

支援するため，オンライン上で授業記録や講義概要を随

時更新できる｢ゴーイングシラバス｣というシステムを平

成 14 年度から一部で試験的に導入している。そうした教

育改善の試みは見られるものの，各教員個人の努力や取

組に依存するところが大きく，評価結果を改善策に結び

付ける組織としてのシステムがないため，今後，そうし

たシステムの整備を進める必要がある。 

 

 

 

この項目の水準は，「向上及び改善のためのシステムが

相応に機能している。｣である。 

 
 
◇特に優れた点及び改善点等 
 
システム的な外部評価の体制は未整備であり，定期的

な外部評価体制の整備の点で改善を要する。 
評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付け

るシステム及び方策について，教員個人の努力や取組に

依存するところが大きく，今後，そうしたシステムの整

備を進める必要がある。 
 

６．教育の質の向上及び改善のためのシステム
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１．教育の実施体制 
平成 15 年４月には，研究者のみならず高度専門職業人

の育成を目的とした社会科学研究科経営学専攻を発足さ

せており，こうした新たな取組は優れている。 
大学院志望者に対する情報提供として，研究科独自の

パンフレット，説明会などがない点は改善を要する。 
近年の大学院入学志願者の減少とそれに伴う学生定員割

れに関連して，受入方針を再検討するとともに，より一

層のＰＲ活動の強化を検討すべきである。 
 

この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

２．教育内容面での取組 
学生定員に比して教員数が多いという利点を活かした

きめの細かい少人数教育を行っていることは優れている。 
教育内容等の研究・研修（ファカルティ・ディベロッ

プメント）への取組について，制度的に明確に位置付け

られた研究・研修等がこれまで特に行われていない点は

改善の余地がある。 
 

 この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

３．教育方法及び成績評価面での取組 
学外における研究活動への参加が奨励され，日本経済

学会等の全国的な学会報告においても一定の成果を挙げ

ていることは，優れている。 
学位の授与方針・基準の設定について，口頭試問を公

開セミナー方式で実施していることは優れた取組である

が，授与方針・基準に関しては，事務的手続きの説明に

とどまっており，改善を要する。 
 

 この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

４．教育の達成状況 
 博士課程修了生のほとんどが大学に就職しており，現

在も引き続き研究・教育業務に従事していることから，

高い教育水準が達成されている。 

少人数であるためやむを得ない面もあるが，定期的に

修了生についての外部からの評価情報を得る取組を検討

する必要がある。 
 

この項目の水準は，「教育目的及び目標において意図す

る教育の成果が相応に達成されている。｣である。 

 

５．学習に対する支援 
入学後の留学生一人一人に対して，補習・助言役を在

籍学生の中から選任し，その報酬を大学側が負担する「外

国人留学生チューター制度｣を活用し，慣れない環境に置

かれた留学生の潜在能力発揮に貢献している。この取組

は教育目標(15)｢留学生に対する支援体制を整備し，勉学

に専念できるよう金銭的負担を軽減することを目標とし

ている。｣に照らして，優れた取組である。 

自主的な判断によってオフィスアワーを設定したり，

電子メールによる予約制で相談を受けるなど各教員が工

夫して対応しているが，組織としての制度化を考慮する

余地がある。 

 

 この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

６．教育の質の向上及び改善のためのシステム 
システム的な外部評価の体制は未整備であり，定期的

な外部評価体制の整備の点で改善を要する。 
評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付け

るシステム及び方策について，教員個人の努力や取組に

依存するところが大きく，今後，そうしたシステムの整

備を進める必要がある。 
 
この項目の水準は，「向上及び改善のためのシステムが

相応に機能している。｣である。

Ⅳ 評価結果の概要  
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本学の大学院組織は 2005 年度の大学改革に合わせて

大きく再編されることになっている。とくに従来の社会

科学研究科・経済系大学院にあっては、経済学研究科（仮

称）が独立し、その中がさらに経済学及び経営学の２専

攻に分かれることが決まっている。教員数、専門領域の

多様性等から、ふさわしい組織形態が整うのである。 

 そうした本格的な組織変革に先駆けて、2003 年４月に

は、社会科学研究科の下に「経営学専攻（修士課程）」が

発足し、研究者養成プログラムと高度専門職業人養成プ

ログラムを提供している。この新専攻は、社会科学研究

科経済政策専攻で培ってきた経営学・比較経済分析関連

分野の人材育成を土台として、高度職業人養成という今

日的要請にも応えるため設置されたものである。 

新専攻では教育目標として以下の３点を掲げている。 

((((１１１１))))高度専門職業人の養成高度専門職業人の養成高度専門職業人の養成高度専門職業人の養成    

 東京都の産業育成、経済の活性化に貢献し、もって国

家レベルの産業競争力を強化・発展させていく、そのた

めに必要な起業者的・経営管理能力の育成と、組織・制

度面で事業構想を実現できる人材の養成を目的としてい

る。戦略的な思考能力と高度な経営管理に関する知識を

有し、国際的に活躍できるビジネス・リーダーとしてプ

ロフェッショナル・キャリアを歩もうとするもの、新し

いビジネス・モデルを構想し、それを実現しようとする

起業家の養成を中心的に行う。 

 そのため経済・経営学系のバックグランドをもつもの

だけでなく、法律その他の人文社会科学系出身者、ビジ

ネスに関する技術やアイデアを有する理工系の技術者な

どを積極的に受け入れ、東京都における新しいビジネス

の起業を促進する。 

((((２２２２))))社会・経営の現実感覚を持った研究者の養成社会・経営の現実感覚を持った研究者の養成社会・経営の現実感覚を持った研究者の養成社会・経営の現実感覚を持った研究者の養成    

 本経営学専攻では、経営実務に関する知識とアカデミ

ックな知識とを融合した、経営実務感覚を兼ね備えた研

究・教育者を養成する。社会人学生であって、将来、研

究者となることを希望する者に対して、博士課程や大学

等の研究・教育機関へ進むための科目を提供する。また

研究者志望の学生に対して、修士課程の高度専門職業人

養成を目的とした授業プログラムを受講することを可能

にし、幅広い視野から社会的・制度的・歴史的文脈の変

化を踏まえた研究者の養成を行う。 

((((３３３３))))非営利組織体管理者の養成非営利組織体管理者の養成非営利組織体管理者の養成非営利組織体管理者の養成    

 東京都ならびに日本を活力あるものにするためには、

行政組織・自治体・病院・学校やＮＧＯ・ＮＰＯ等の非

営利組織体の改革と発展が不可欠である。本学の経営学

専攻は、組織・制度に関する経営管理を中心としたカリ

キュラムをその特徴としており、こうした非営利組織体

の経営に携る管理者・政策立案者を積極的に受け入れて

いく。こうした社会人学生に対し、高度な経営管理に関

する知識を教授するとともに、双方向の研究プロジェク

トを検討し、非営利組織体の経営研究を行い、その成果

を還元していく。 

こうした教育目的・目標を達成するため、新専攻では

現・経済政策専攻において必ずしも十分ではなかった教

育関連の試みを実行しつつある。 

他方、2005 年度には「経済学専攻」として独立する現・ 

経済政策専攻の近代経済学分野に関しては、所属教員に

よって申請された研究プロジェクト「金融市場のミクロ

構造と制度設計」が 2003 年度・文部科学省「21 世紀Ｃ

ＯＥ(Center of Excellence)プログラム」の採択を見た

ことが特筆に値しよう。このプロジェクトは近年注目さ

れているファイナンス理論とゲーム理論とを融合して、

金融市場に関する新しい理論を構築し、その妥当性を確

認するための実証分析を行うというものである。今後は、

本専攻・近代経済学分野の総力をあげて、国際レベルの

卓越した研究拠点形成に臨むこととなる。 

  卓越した研究拠点としての要件の１つは言うまでもな

く、大学院教育を中心とした人材育成面の取組である。

今回の採択は日本学術振興会を主体とする「第３者評価」

により本専攻における大学院教育の実績が一定の評価を

得たことを意味している。しかし、教育内容、教育支援

等さまざまな面でいまだ改善の余地が大きいことは間違

いない。本専攻では大学院教育に関してこれまで、小規

模でかつ教員 1人当たりの院生数が少ないという好条件

に甘えて、ともすると体系的・組織的取組をおろそかに

する傾向がなかったとは言えない。卓越した研究拠点を

目指すためにはこの点を改めることが課題となろう。 

  「経営学専攻」の高度専門職業人養成プログラムによ

って社会的要請に応えること、そして「経済学専攻」に

おいてはＣＯＥプロジェクトの遂行を通じて、一級の研

究成果を反映した教育を行い優れた研究者を育てること、

この２つを柱に本専攻は今後とも大学院教育の一層の充

実を図る所存である。 

◇ 特記事項 ※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 


